
【通所施設】
水害時の避難確保計画 作成の手引き

近年、全国各地で自然災害が多発しており、要配慮者利用施設での逃げ遅れによる犠牲

者の発生が頻発していることを受け、平成29年6月に水防法が改正されました。これにより、

江戸川区地域防災計画に位置づけられた浸水想定区域内の要配慮者利用施設の所有者

又は管理者においては、避難確保計画を作成することが義務化されました。

そこで、江戸川区では、要配慮者利用施設の所有者又は管理者（計画作成担当者）のご

負担を少しでも軽減させるべく、「水害時の避難確保計画」の様式を作成しました。本手引き

は、その様式に記入するにあたっての考え方などを示したものです。

施設利用者や子どもたちの水害に対する安全・安心の確保に向けて、計画作成に役立てて

ください。

◎作成にあたって、まず、お手元に以下のものを準備してください

■ 水害時の避難確保計画 （通所施設様式１～３）

• 「通所施設様式１～３」では、避難確保計画で作成すべき必要事
項を掲載しています。この「通所施設様式１～３」を、江戸川区の

各窓口に提出してください。

• 様式は江戸川区公式ホームページよりダウンロードしてください。
（ 「江戸川区 避難確保計画」で検索 ）

※入所施設を有する場合は、

「 【入所施設】水害時の避難確保計画」の様式を使用してください。

■ 江戸川区水害ハザードマップ
• 江戸川区水害ハザードマップは、江戸川区公式
ホームページからダウンロードできます。

（ 「江戸川区水害ハザードマップ」で検索 ）

それでは、水害時の避難確保計画を作成していきましょう！
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通所施設 様式１ の作成

施設名を
記入する

計画を作成した
日付を記入する

平日・休日のおおよその
利用者数と施設職員数を記入する 施設の階数を記入する

ハザードマップ(大判地図)
で、施設周辺で想定される浸
水深、浸水継続時間を確認
して記入する

ハザードマップ(大判地図、
冊子p.09)を参照し、大規模
水害(洪水・高潮)時に発表さ
れる江戸川区からの情報に
基づき、休校・休所の判断を
するタイミングに✓をつける

上記のほか、休校・休所
の判断をするタイミングを記
入する（冊子p.20参照）

１．大規模水害時の浸水
想定を確認し､休校･
休所のタイミングを決める

２．急な大雨で内水氾濫
が発生し、安全の確保が
必要になった場合の対
応を決める

施設の階数、地下空間
の有無を記入する

ハザードマップ(冊子p.31)
で、施設周辺で想定される内
水による浸水深を確認して記
入する

施設の階数と内水で想
定される浸水深を比較
【以下いずれかの対応を記入】

→施設内で安全が確保でき
る場合は、いつのタイミング
で施設のどこに避難するか
を記入する

→施設内で安全が確保でき
ない場合は、いつのタイミン
グで施設外のどこに避難
するかを記入する

施設内で安全を確保す
る場合は施設内での避難経
路を、施設外へ避難する場
合は施設から避難先までの
避難経路を「通所施設様式
３」にまとめる

通所施設の“大規模水害（洪水・高潮）” と “内水氾濫”の考え方

大規模水害（洪水・高潮） 内水氾濫
大規模水害については、巨大台風の襲来や長雨などの兆
候により、災害発生前に対応できる時間が確保できるため、
通所施設については “休校・休所”を基本 として、そのタイミ
ングを決めておきましょう

内水氾濫については、急な大雨が江戸川区内で降った場
合に、道路冠水や床下床上浸水が発生し、通所施設でも待
避や避難が必要となる可能性がありますので、「いつ」「どこ
に」待避・避難するのか決めておきましょう
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※内水氾濫の危険性がない施設は
⑧⑨⑩⑪を記入する必要はありません

2023

広域避難指示
域内垂直避難（緊急）

江戸川区から高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保が発令された場合

高齢者等避難



通所施設 様式２ の作成

いざという時のために必
要な備蓄品、資器材等を確
認する
地震災害等も踏まえ、最低３
日分は備蓄しましょう

※様式に記載した項目以
外に必要なものについ
ては、（ ）に記入して
ください。

安全確保のために必要
な情報を収集するため、施設
内で主に用いる手段に✓を入
れる

そのほか、利用者や施設
職員に伝達する内容があれ
ば「ウ）そのほか」に記入する

施設職員の研修、訓練
の実施、その計画の作成時
期を記入する

※地域防災計画で定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、避難確保計画を作成することに加え、
利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保のための訓練の実施が義務付けられています。
（水防法第15条の３ 第１項）

情報収集の実施要員を
記入する

情報伝達の実施要員を
記入する

備蓄品等の管理につい
て実施要員を記入する
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⑰

⑱

⑰

⑱

３．備蓄品や持ち出し品
等について決める

４．情報収集・伝達の内
容や方法について決める

５．防災教育及び訓練の
スケジュールについて決
める

※内水氾濫の危険性がない施設は
⑬の一部を記入する必要はありません



通所施設 様式３ の作成

■施設内で安全を確保
する場合の経路

施設内で安全確保の
ための場所と、そこまでの
経路（使用する階段等）を
設定する

※エレベーターは停電や
浸水によって停止する
ことがあるので、留意する
必要があります。

■施設外へ避難する
場合の経路

施設と避難先の場所
を確認し、避難先までの経
路を設定する

※大雨によって道路が冠水
することもあるため、ハ
ザードマップ（冊子p.33）
を確認するなどして、でき
るかぎり安全な経路を
設定する必要があります。

※通所施設様式３について
は、地図や館内図に避難
経路を記入したものを貼
り付けたものでも、手書
きのものでも 構いません。

「誰が」「どうやって」誘
導するかを記入する

「誰が」「どうやって」誘
導するかを記入する

様式による避難確保計画の作成は以上です
作成した避難確保計画（通所施設様式1～3）を江戸川区の各窓口に提出してください

※通所施設様式1～3は、避難確保計画で作成すべき最低限盛り込んで欲しい事項です。避難確保計画の実効性を高める

ために、施設職員の緊急連絡網や外部への連絡先、防災体制等についても整理しましょう。(通所施設様式1～3以外は提出不要)

※国土交通省が公表している資料も参考にしてください。（「国土交通省 避難確保計画」で検索）

発行 江戸川区
企画・編集 江戸川区危機管理部防災危機管理課
監修 東京大学大学院情報学環特任教授 片田敏孝

江戸川区危機管理部防災危機管理課
TEL. 03-5662-1992
FAX. 03-3652-9891

お問い
合わせ先

4

【いずれかの図を記入】

※内水氾濫の危険性がない施設は
通所施設様式３を記入する必要はありません
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⑳

⑲ ⑳

避難誘導班（○○課○○係、○○、○○）が、
原則徒歩にて、
利用者を○○小学校へ誘導
※歩行が困難な方がいる場合は、車椅子を利用する


